
小樽市認知症カフェ運営事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、認知症の方の家族の介護負担の軽減等を図るため、認知症の人及びそ

の家族、地域住民、認知症ケアの経験のある専門職等の誰もが気軽に集うことができる認

知症カフェ（以下単に「認知症カフェ」という。）を開催する事業に対し小樽市認知症カ

フェ運営事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、小樽市補助金

等交付規則（平成２７年小樽市規則第１号）に定めるもののほか、この要綱で必要な事項

を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金は、認知症カフェを市内で開催する次に掲げる要件を全て満たす団体（以下

「運営団体」という。）に対し交付する。 

（１）市内に所在する医療法人、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、法人格をもたないその他の団

体であって、認知症に関する活動実績がある又は継続的な活動を行うことが見込まれ

る団体であること。 

（２）認知症ケアの経験のある専門職（看護師、介護福祉士等）の資格を有する者１名以 

上の人員確保が可能である団体であること。 

（３）認知症カフェを現に開催している団体又は補助金の交付の申請をした日から１か 

月以内に開催が可能な団体であること。 

（４）おおむね２か月に１回以上の頻度で事業を実施し、１回あたりの開催時間は２時間程

度とすること。 

（５）認知症カフェの参加に係る費用は無料とすること。ただし、飲食に係る費用について

は、実費相当額を負担させることができる。 

（６）認知症カフェの目的を理解し仕様書及び事業計画書に基づき事業を実施できること。 

（７）認知症カフェの参加者の安心及び安全を確保できること。 

（８）政治活動又は宗教活動を主たる目的とする団体でないこと。 

（９）営利を目的とする団体又は特定の団体若しくは個人のみの利益に寄与する団体でな

いこと。 

（10）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律７７号）第２条第２

項の掲げる暴力団及びそれらの利益となる活動を行う団体でないこと。 

（補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、認知症カフェの運営

に直接要する経費のうち別表に定める経費とする。ただし、次に掲げる経費を除くものと

する。 

（１）特定の個人が所有し、又は占有する物品の購入に要する経費 

（２）運営団体の構成員による会合や参加にかかる飲食費 



（３）前２号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認める経費 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、補助対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額

とし、認知症カフェ１か所につき６万円を限度とし、各年度の予算の範囲内で交付する。 

２ 補助金の額に、１，０００円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てするものとす

る。 

（補助金の交付申請） 

第５条 運営団体の代表（以下「補助事業者」という。）は、認知症カフェを開始する１０

日前までに補助金交付申請書（様式第１号）に次の書類を添付し、市長に提出しなければ

ならない。 

（１）事業計画書 

（２）収支予算書 

（３）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、補助金交付申請書の提出があった場合において、審査の上適当（不適当）

と認めたときは、補助金の交付（不交付）を決定し、補助金交付（不交付）指令書（様式

第２号）により補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の取消し等） 

第７条 市長は、運営団体が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前条第１項に

規定する交付の決定を取り消し、又は既に交付された補助金があるときは、その全部若し

くは一部の返還を命ずることができる。 

（１）第２条に規定する条件を満たさなくなったとき。 

（２）補助金の申請に関して虚偽又は不正の事実があったとき。 

（３）法令又はこれに基づく処分に違反したとき。 

（４）前３号に掲げるもののほか、運営団体として適当でないと認めるとき。 

（実績報告） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた補助事業者は、事業終了後３０日以内又は年度末の

いずれか早い日までに、補助事業等実績報告書（様式第３号）に次の書類を添付し、市長

に提出しなければならない。 

（１）事業報告書 

（２）収支決算書 

（３）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定及び精算） 

第９条 市長は、補助事業等実績報告書の提出があったときは、当該書類の審査及び必要に

応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の実施状況が補助金の交付決定

の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認め



たときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助金交付額確定通知書（様式第４号）によ

り補助対象事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１０条 補助金は、原則として前条第１項の規定による補助金の額の確定後において交

付するものとする。ただし、市長が補助事業の遂行上必要があると認め、概算払いをする

場合については、この限りでない。 

（関係書類の整理） 

第１１条 補助事業者は、当該事業に係る収支を明らかにした帳簿とその他関係書類を整

理し、当該事業の完了の日の属する会計年度の終了後５年間保存するものとする。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２９年５月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

科 目 補助対象経費 

報償費 ・講師謝礼等 

・ボランティア等謝礼（交通費実費相当） 

需用費 ・事業の消耗品、教材費、事務費 

・お茶代、食材費等 

役務費 ・保険加入費 

・通信運搬費 

備品購入費 ・事業に要する備品 

使用料及び賃貸料 ・会場使用料 

 


